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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第151期

第１四半期累計期間
第152期

第１四半期累計期間
第151期

会計期間
自平成27年４月１日
至平成27年６月30日

自平成28年４月１日
至平成28年６月30日

自平成27年４月１日
至平成28年３月31日

売上高 （百万円） 2,637 2,828 12,069

経常利益 （百万円） 402 244 895

四半期（当期）純利益 （百万円） 270 167 574

持分法を適用した場合の投資利

益
（百万円） － － －

資本金 （百万円） 800 803 803

発行済株式総数 （千株） 16,009 16,043 16,043

純資産額 （百万円） 10,959 11,177 11,164

総資産額 （百万円） 18,530 18,884 18,610

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 16.96 10.46 35.94

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） 16.83 10.38 35.70

１株当たり配当額 （円） － － 7.00

自己資本比率 （％） 59.0 59.1 59.9

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成していないので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については

記載しておりません。

２．当社は持分法の対象となる関連会社がないので、「持分法を適用した場合の投資利益」については記載して

おりません。

３．売上高には消費税等は含まれておりません。

 

２【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 

(1）業績の状況

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、緩やかな景気回復を続けてまいりましたが、新興国経済の減速の

影響などから輸出・生産面に鈍さが見られます。

世界経済においては、米国経済は緩やかな回復を続けてまいりましたが、中国をはじめとする新興国や資源国を

中心に幾分減速しています。新興国や資源国経済の不透明感に加え、米国経済の動向や金融政策運営、英国のEU離

脱等が国際金融市場に及ぼす影響が注視されるところです。

当社の関わる海運・造船業界におきましては、大手造船所では一部2020年を超える受注速報が報じられましたが

実際の契約ベースは2018～2019年竣工までで、国際ルールの改正による駆け込み的要素が強く船価の改善には至っ

ていない状況です。本格的な回復の兆しが見えなかった内航船造船所は、2018年度に向けての受注競争を繰り広げ

ています。当社が主力とする内航499G/T型貨物船においては、相変わらず荷動きが悪く市況は低迷しており、一部

大手オペレーターでは用船料の引き下げが報じられる中、リプレース適齢期の船舶においても建造許可が下りにく

い状況が続いています。また、内航タンカー船業界においても石油元売りの統合合併問題から建造計画が滞ってい

ます。一方、石炭火力発電に係る石炭灰専用船や東京オリンピックを期待するセメント運搬船・砂利運搬船への引

合いに期待が寄せられています。また、海外案件においては円高傾向に転化し海外製品との競争はさらに激化し、

特に韓国・台湾等の東アジア地区において受注環境が厳しくなっています。さらに、韓国造船業界の経営不振問題

は、船舶の建造計画に悪い影響を及ぼしています。

このような企業環境のもと、当第１四半期累計期間の業績につきましては、受注高は、主機関・部分品とも減少

し前年同期比21.7％減の2,684百万円となりました。売上高は、主機関は増加したものの部分品は減少し同7.2％増

の2,828百万円となりました。受注残高は、同2.0％減の4,626百万円となりました。

損益面につきましては、短納期案件の受注により操業度を維持しましたが、資材価格の上昇や人件費・経費の増

加等によるコストアップに加えて、部分品販売が伸びなかったこともあり、営業利益は245百万円（前年同期比

39.0％減）、経常利益は244百万円（同39.1％減）、四半期純利益は167百万円（同38.2％減）となり、前年同期に

比べ増収減益となりました。

事業区分別では、主機関の売上高は、国内は増加したものの輸出が減少し1,664百万円（前年同期比35.7％増）

となりました。部分品・修理工事は国内輸出とも減少し1,163百万円（同17.5％減）となりました。

 

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(3）研究開発活動

当第１四半期累計期間における研究開発活動の金額は、18百万円であります。

なお、当第１四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成28年６月30日）

提出日現在発行数
（株）

（平成28年８月10日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 16,043,000 16,043,000
東京証券取引所

（市場第二部）
単元株式数1,000株

計 16,043,000 16,043,000 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成28年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
 

（千円）

資本金残高
 

（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成28年４月１日～

平成28年６月30日
－ 16,043,000 － 803,141 － 44,967

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成28年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

①【発行済株式】

平成28年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式      43,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式  15,913,000 15,913 －

単元未満株式 普通株式      87,000 － １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数           16,043,000 － －

総株主の議決権 － 15,913 －

（注）「単元未満株式」の株式数欄には当社所有の自己株式98株が含まれております。

②【自己株式等】

平成28年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）

阪神内燃機工業株式会社
神戸市中央区海岸通８ 43,000 － 43,000 0.27

計 － 43,000 － 43,000 0.27

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第

63号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（平成28年４月１日から平成

28年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期財務諸

表について有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成28年３月31日)
当第１四半期会計期間
(平成28年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,401,273 3,467,156

受取手形及び売掛金 3,507,868 3,392,451

製品 698,141 1,139,215

仕掛品 1,131,743 984,778

原材料及び貯蔵品 846,819 859,260

その他 334,876 326,714

貸倒引当金 △2,500 △600

流動資産合計 9,918,222 10,168,977

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 1,122,835 1,124,092

構築物（純額） 180,420 175,444

機械及び装置（純額） 416,929 379,877

車両運搬具（純額） 4,161 3,684

工具、器具及び備品（純額） 136,856 123,992

土地 5,817,871 5,817,871

建設仮勘定 26,132 47,045

有形固定資産合計 7,705,207 7,672,008

無形固定資産 28,380 26,567

投資その他の資産   

投資有価証券 703,370 744,235

その他 289,123 303,610

貸倒引当金 △34,300 △30,800

投資その他の資産合計 958,193 1,017,046

固定資産合計 8,691,782 8,715,622

資産合計 18,610,005 18,884,599

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,719,959 2,746,715

未払法人税等 186,152 85,890

前受金 868,153 1,117,465

賞与引当金 201,000 105,600

製品保証引当金 20,900 17,700

受注損失引当金 99,000 100,900

その他 684,741 857,213

流動負債合計 4,779,907 5,031,484
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成28年３月31日)
当第１四半期会計期間
(平成28年６月30日)

固定負債   

再評価に係る繰延税金負債 1,473,294 1,473,294

退職給付引当金 964,167 973,286

その他 228,569 228,609

固定負債合計 2,666,032 2,675,189

負債合計 7,445,940 7,706,674

純資産の部   

株主資本   

資本金 803,141 803,141

資本剰余金 44,967 44,967

利益剰余金 6,720,578 6,775,864

自己株式 △11,226 △11,226

株主資本合計 7,557,460 7,612,746

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 243,731 202,305

土地再評価差額金 3,344,541 3,344,541

評価・換算差額等合計 3,588,272 3,546,846

新株予約権 18,331 18,331

純資産合計 11,164,064 11,177,924

負債純資産合計 18,610,005 18,884,599
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（２）【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

売上高 2,637,043 2,828,112

売上原価 1,732,594 2,058,501

売上総利益 904,448 769,611

販売費及び一般管理費 502,377 524,400

営業利益 402,071 245,210

営業外収益   

受取利息 597 352

受取配当金 1,682 1,071

その他 3,733 3,305

営業外収益合計 6,013 4,729

営業外費用   

支払利息 910 －

租税公課 3,198 3,497

その他 1,836 1,598

営業外費用合計 5,945 5,096

経常利益 402,139 244,842

特別損失   

固定資産処分損 354 1,557

特別損失合計 354 1,557

税引前四半期純利益 401,784 243,285

法人税等 131,000 76,000

四半期純利益 270,784 167,285
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号 平成28年６月17日）を当第１四半期会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した構築物

に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、この変更による当第１四半期累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

 

（四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第１四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後

の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を当第

１四半期会計期間から適用しております。

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日）

減価償却費 107,539千円 95,561千円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年５月13日

取締役会
普通株式 79,837 5.00 平成27年３月31日 平成27年６月９日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第１四半期累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年５月13日

取締役会
普通株式 111,999 7.00 平成28年３月31日 平成28年６月13日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社は舶用機関関連事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 16円96銭 10円46銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 270,784 167,285

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 270,784 167,285

普通株式の期中平均株式数（千株） 15,967 15,999

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 16円83銭 10円38銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（千株） 124 109

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要

－ －
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（重要な後発事象）

（ストックオプションとしての新株予約権の発行）

当社取締役執行役員に対し、ストックオプションとして新株予約権を発行することについて、平成28年８月８

日開催の当社取締役会において下記のとおり決議いたしました。

 

（1）新株予約権の総数 25個

（2）新株予約権の割当対象者及びその人数並びに割当てる新株予約権の数

当社取締役６名 25個

（3）新株予約権の目的である株式の種類及び数

新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各新株予約権の目的である株式の数（以下、「付与

株式数」という。）は1,000株とする。

当社が株式分割、又は株式併合を行う場合、次の算式により付与株式数を調整するものとする。ただし、かか

る調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数について行わ

れ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割・株式併合の比率

また、上記の他、割当日後、当社が合併、会社分割又は株式交換を行う場合及びその他これらの場合に準じて

付与株式数の調整を必要とする場合、当社は、当社取締役会において必要と認める付与株式数の調整を行うこ

とができる。

（4）新株予約権の行使時の払込金額   １株当たり１円

（5）新株予約権の行使期間   平成28年９月21日～平成58年９月20日

（6）新株予約権の行使の条件

① 新株予約権者は、当社の取締役の地位を喪失した日の翌日から10日間以内（10日目が休日に当たる場合に

は翌営業日）に限り、新株予約権を行使することができる。

② 上記①にかかわらず、当社が消滅会社となる合併契約承認の議案、当社が分割会社となる分割契約若しく

は分割計画承認の議案、当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案につき、当社

株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社取締役会決議または会社法第416条第４項の

規定に従い委任された執行役の決定がなされた場合）、当該承認日の翌日から30日間に限り新株予約権を行使

できるものとする。ただし、組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項に従って新株予約権者に再編

対象会社の新株予約権が交付される場合を除くものとする。

③ その他の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところ

による。

（7）新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価額及び資本組入額

① 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第1項

に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じる場合は、こ

れを切り上げるものとする。

② 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金等

増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

（8）新株予約権の譲渡に関する事項

譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要するものとする。

 

２【その他】

平成28年５月13日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

（イ）配当金の総額………………………………………111,999千円

（ロ）１株当たりの金額…………………………………７円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成28年６月13日

（注）平成28年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年８月８日

阪神内燃機工業株式会社

 取 締 役 会 御 中 

 

有限責任監査法人トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 木村 幸彦   印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 矢倉 幸裕   印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている阪神内燃機工業
株式会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第152期事業年度の第１四半期会計期間（平成28年４月１日か
ら平成28年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期財務諸
表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
 
四半期財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に
表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論
を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四
半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ
る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、阪神内燃機工業株式会社の平成28年６月30日現在の財政状態及び同日をもって
終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ
なかった。
 
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以 上
 
（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。
２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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